
［ 局］

7 款 7 項 4 目

（単位：千円）

【事業概要】

　

【補正概要】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
補助金交付

*現計予算額とは、当初予算額と補正予算額の合計のことを指します。

今回補正額

合　　　　計 125,000 122,000

令和５年度

公衆浴場燃料価格等高騰対
策臨時支援補助金

125,000 122,000 247,000

補正後現計（＝年間の補助予定額）＝
①上半期補助予定額（５月補正額）＋
②下半期補助予定額＝247,000千円

①上半期補助予定額（５月補正額）
＝406,000円（１施設１か月当たりの
価格高騰分の額）×51施設×６か月
＝125,000千円
②下半期補助予定額
＝406,000円（１施設１か月当たりの
価格高騰分の額）×50施設×６か月
＝122,000千円

※上半期分、下半期分はそれぞれ10万
円単位切上げ。
※下半期の対象施設数は廃業により減
少。

247,000

122,000
(122,000)

　公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律（昭和56年法律第68号）では、地方公共団体に対し助成その他必要な措
置を講じるよう規定されています。今般の公衆浴場施設の燃料費及び光熱費の増大に伴う経営への影響を減らすため、上
半期に引き続き、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付
金）による事業者支援の一環で、緊急措置として、市内の一般公衆浴場に対して燃料費及び光熱費の価格高騰分を補助し
ます。

　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金）による事業
者支援の一環として実施中の、市内の一般公衆浴場に対する燃料費及び光熱費の価格高騰分の補助について、期間を延長
して実施します。
　
◆実施概要
・対象施設：市内の一般公衆浴場　50施設
　　　　　　※公衆浴場法（昭和23年法律第139号）第１条第１項に規定する公衆浴場であって、物価統制令（昭和21年
　　　　　　　３月勅令第118号）第４条に基づき入浴料金が定められた施設。
・対象経費：燃料費及び光熱費
・補 助 額：対象期間の燃料費等のうち、価格高騰分を補助。
・対象期間：半年分（令和５年10月～令和６年３月）
・スケジュール：第３期（10月～12月分）：12月申請受付開始
　　　　　　　　第４期（１月～３月分）：１月申請受付開始
　　　　　　　　全期分　　　　　　　　：３月交付終了（随時交付。すべての交付を３月末までに完了見込み。）

現計予算額
A

補正額
B

補正後
現計予算額

A+B
説　　　　明

247,000
(0) (122,000)

122,000
(0) (0) (0) (0)

執行見込額
247,000

125,000 125,000現計予算額
*

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 負担金 その他 市債 一般財源

公衆浴場燃料価格等高騰対策臨時支援
事業

９ 月 補 正 事 業 計 画 書

令和５年度 医療
事  業  名

６月 ～ ９月 ～ 12月 ６年１月 ～ ３月
第１期

申請受付開始
第２期

申請受付開始
第３期

申請受付開始
第４期

申請受付開始
交付終了



［ 局］

7 款 8 項 1 目

（単位：千円）

【事業概要】

　

【補正概要】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
支援金

*現計予算額とは、当初予算額と補正予算額の合計のことを指します。

～11月 ～１月 ～３月
委託契約締結 制度案内・申請 支給終了

医療機関物価高騰対策支援事業費

９ 月 補 正 事 業 計 画 書

令和５年度 医療
事  業  名

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 負担金 その他 市債 一般財源

現計予算額
*

283,061 0 283,061

執行見込額
565,431

(0) (0) (0) (0)
565,431

(0) (282,370)
282,370 282,370

(282,370)

　物価高騰等に直面する横浜市内の病院の負担軽減に向けた緊急対策として、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨
時交付金（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金）を活用した支援金を支給し、安定的な事業継続を支援し
ます。

　電気代・ガス代等の高騰による影響を受けている市内の病院に対し、安定的な医療の提供を支援するため、支援金を支
給します。
　
◆実施概要
・対象施設：市内の病院
・支 援 額：１床あたり10,000円
・対象期間：令和５年10月～令和６年３月
・スケジュール：３月中に支援金の支給（予定）

現計予算額
A

補正額
B

補正後
現計予算額

A+B
説　　　　明

4,000

①支援金 281,061 280,370 561,431

565,431
0

今回補正額

合　　　　計 283,061 282,370

②支援金申請事務委託 2,000 2,000

令和５年度
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